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1 はじめに

人口推計の代表的手法はコーホート要因法 [1]であ
り，日本でも将来人口推計に用いられているが，基本的
には男女年齢別人口以外に「女性年齢別出生率および
出生性比」「男女年齢別生残率」「男女年齢別国際人口
移動率」が必要であり，一般的に各都市が公開してい
る住民基本台帳データへの適応が難しい．さらに，地
域別将来人口推計においては「純移動率」が必要とな
るが，現在は外国人住民も住民基本台帳制度の適用対
象となっているため，国際人口移動率と転出入による
移動率との厳密な切り分けはほぼ不可能である．
しかし，住民基本台帳は国勢調査等よりも頻繁に集
計され，1歳階級別のデータとして提供されることも多
いため，その都市の経済成長，すなわち人口増減要因
を推測するための重要な情報となり得る [2]．よって，
本研究では 1歳階級別の 4半期の人口分布とその分布
形状を用いて，線形回帰の枠組みで人口推計すること
を試みる．

2 分析手法

住民基本台帳の M半期ごとの集計日（以降，タイム
ステップ）n ∈ N = {−(M − 1),−(M − 2), · · · , 0, 1, · · · ,N}
のときの年齢 j ∈ {0, · · · , J} = J の人口を sn, j としたと
き，前年度の 1つ下の年齢からの人口増減比率を

yn, j =


sn,0

sn−M,0
if j = 0 and n > 0,

sn, j

sn−M, j−1
if j > 0 and n > 0,

(1)

とする．ここで，0 歳の増減比率については，出生率
等のデータが無いことを前提としているため，前年度
の 0歳人口からの増減比率としていることに注意され
たい．また，タイムステップ nにおける人口の総数を
Vn =

∑
j∈J sn, j としたときの，年齢 j の平均 µn，分散

σ2
n，歪度 γn，尖度 κn を

µn =

∑
j∈J j · sn, j

Vn
(2)
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σ2
n =

∑
j∈J ( j − µn)2 · sn, j

Vn
(3)

γn =

∑
j∈J ( j − µn)3 · sn, j

Vn · σ3
n

(4)

κn =

∑
j∈J ( j − µn)4 · sn, j

Vn · σ4
n

(5)

とする．
コーホート要因法では，基本的に「女性年齢別出生
率および出生性比」「男女年齢別生残率」「男女年齢別
国際人口移動率」「純移動率」などの比率を固定してい
るが，今回の提案手法では，人口分布の変化とともに
増減比率 yn, j も変化するモデルを考えるため，上記の
人口分布に関する指標を用いて，下記の線形回帰モデ
ルを考える．

log(yn, j) = β0, j+β1, jµn+β2, jσ
2
n+β3, jγn+β4, jκn+εn, j.(6)

ここで，目的変数 log(yn, j)は対数変換された人口増減
比率，β j = [β0, j, β1, j, β2, j, β3, j, β4, j]⊤は年齢 jに対する回
帰係数，ϵn, jは誤差項である．ある程度のタイムステッ
プ N から

X j =


1 µ1 σ2

1 γ1 κ1

1 µ2 σ2
2 γ2 κ2

...
...

...
...

...

1 µN σ2
N γN κN

 , (7)

Y j =


log(y1, j)
log(y2, j)
...

log(yN, j)

 , (8)

が得られたとすると，式 (6)の回帰係数は，

β̂ j = (X⊤j X j)−1X⊤j Y j, (9)

のように求まる．

3 評価実験とまとめ

静岡市 * の「静岡市の人口・世帯（住民基本台帳の
過去データ）」の静岡市葵区過去 10年分（4半期ごと集
計のため N = 36）に基づいた提案手法の推計結果と，

*https://www.city.shizuoka.lg.jp/
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国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）の推計結果 *

から発表された「日本の地域別将来推計人口（令和 5
（2023）年推計）」との比較を行う．ここで，対象とな
る年齢の上限は 99歳（J = 99）とし，採用した β̂ j の
切片項を除く次元数を k ∈ {1, 2, 3, 4}とする．
図 1, 2より，提案モデルは，増減比率に特徴がある
年齢の AICが高くなりやすく，増減比率にほとんど動
きがない年齢の AICが低くなりやすいことがわかる．
さらに，採用した回帰係数の次元数 kによって AICが
変動している年齢も見受けられるため，変数の組み合
わせ方については，一括ではなく，年齢ごとで最適な
ものを選択するなどの工夫が必要であるように思える．

図 1: 年齢ごと平均増減比率

図 2: 提案モデルにおける年齢ごとの AIC

図 3, 4 に，住民基本台帳データ（Aoi 2023/09/30），
IPSSの推計結果（Aoi IPSS），平均増減比率のみを使用
したコーホート要因法（Aoi 2053/09/30 Cohort），提案
モデルの推計結果（Aoi 2053/09/30 k ∈ {1, 2, 3, 4}）を示
す．両図より，提案モデルは，IPSSの推計結果や平均

*https://www.ipss.go.jp/

増減比率のみのコーホート要因法よりも，図 1で見ら
れるような，各年齢の増減比率の特徴を反映できてい
ることが示唆される．ただし，次元数 kと年齢 jの組
み合わせによっては，他の推定結果から大きく外れて
いるものも散見されるため，先ほどと同様に，年齢ご
との変数のチューニングが今後の課題と言える．

図 3: 人口推計結果と比較（時系列）

図 4: 人口推計結果と比較（年齢分布）
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